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○プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント業務等の特定手続に係る要綱 

平成19年4月1日 

告示第42号 

改正 平成22年3月19日告示第26号 

平成24年3月30日告示第35号 

(目的) 

第1条 この告示は、愛南町が発注する工事に関する調査、測量及び設計の業務(以下「建設

コンサルタント業務等」という。)の業者選定時において、技術提案書の提出を求め、技

術的に最適な者を特定する手続(以下「プロポーザル方式」という。)に関し必要な事項を

定めるものとする。 

(対象業務と特定手続き) 

第2条 プロポーザル方式の対象業務は、建設コンサルタント業務等のうち、業務の内容が

技術的に高度なもの又は専門的な技術が要求されるもので、特に町長が必要と認めるもの

とする。 

2 プロポーザル方式に基づく建設コンサルタント業務等の特定手続は、特定された者と契

約する随意契約であり、この手続を採用することができるのは、地方自治法施行令(昭和

22年政令第16号。以下「施行令」という。)第167条の2第1項第2号の契約の性質又は目的

が競争入札に適しない場合に限るものとする。 

(技術提案書の提出者の選定) 

第3条 町長は、前条に規定する対象業務を発注しようとする場合は、庁内検討会議である

愛南町プロポーザル方式業者特定会議(以下「特定会議」という。)の議を経て、技術提案

書の提出を求める者を選定し、技術提案書の提出要請書(様式第1号)を送付することによ

り、技術提案書の提出を依頼するものとする。 

2 町長は、前項の技術提案書の提出を求める者の選定に当たっては、愛南町建設工事請負

業者選定規則(平成17年愛南町規則第23号)に基づく入札参加資格の認定を受けている者

の中から、業務経歴、技術職員の経験等を勘案し、発注しようとする業務に関し十分な履

行能力を有すると認められる業者を、技術提案書の提出の意思を確認の上、3者から5者

までの範囲で選定するものとする。 

3 町長は、前項の規定による選定において必要と認める場合は、参加表明書(様式第2号)

の提出を求める対象者の範囲及び参加に必要な要件を決定した上で、公募により選定する

ことができるものとする。 
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(公募の場合における手続) 

第4条 町長は、前条第3項の規定により公募による選定を行う場合は、参加表明書の提出

を求めるため、次に掲げる事項を閲覧に供し、及び愛南町ホームページにおいて公示する。 

(1) 業務名、業務内容及び履行期限 

(2) 技術提案書の提出者に要求される資格及び選定するための基準 

(3) 技術提案書を特定するための評価基準 

(4) 参加表明書の作成及び提出に係る事項 

2 参加表明書には、当該業務の特性に応じて町長が次に掲げる事項の中から選択したもの

を記載させ、又は提出させるものとする。 

(1) 建設コンサルタント登録規程(昭和52年4月15日建設省告示第717号)その他の登録規

程に基づく登録状況 

(2) 保有する技術職員の状況 

(3) 同種又は類似の業務の履行実績(様式第3号) 

(4) 配置予定の技術者等の資格・業務経験及び手持ち業務(様式第4号) 

(5) 前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要と認める事項 

3 町長は、前条第3項の規定により参加表明書を提出した者のうち当該業務について選定

しなかったものに対して、選定しなかった旨及び選定しない理由(以下「非選定理由」と

いう。)を非選定通知書(様式第5号)により通知するものとする。 

4 前項の規定による通知を受けたものは、通知をした日の翌日から起算して5日(国民の祝

日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日、日曜日又は土曜日(以下「休日」

という。)を含まない。)以内に、書面により、町長に対して非選定理由についての説明を

求めることができるものとする。 

5 町長は、前項の規定により非選定理由についての説明を求められたときは、同項の規定

により説明を求めることができることとされる最終日の翌日から起算して5日(休日を含

まない。)以内に書面により回答するものとする。 

6 前3項に規定する事項については、公示において明らかにするとともに、第4項に規定す

る事項については、第3項の規定による通知において明らかにするものとする。 

7 第3項の規定による通知は、当該業務に係る技術提案書の提出要請書(様式第6号)の送付

と同時に行う。 

(提出要請書の内容) 

第5条 第3条第1項及び第4条第7項の提出要請書は、建設コンサルタント業務等の発注の担
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当課(以下「担当課」という。)が作成する。 

2 第3条第1項及び第4条第7項の提出要請書に関する質問及び問い合わせの窓口は、担当課

とする。 

3 第3条第3項の規定により公募する場合の公示は、町長が別に定める標準公示例によるも

のとする。 

4 町長は、第3条第1項及び前条第7項の技術提案書の提出要請書に次に掲げる事項を記載

するものとする。 

(1) 業務の詳細な説明 

(2) 技術提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

(3) 技術提案書の提出方法、提出先及び提出期限 

(4) 技術提案書を特定するための評価基準 

(5) 技術提案書の提出要請書に不明の点がある場合の質疑の受付方法、受付窓口、受付

期間及びその回答方法 

(6) 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

5 前項第4号の技術提案書を特定するための評価基準については、特定会議の議を経て、

町長が決定するものとする。 

(技術提案書の特定) 

第6条 技術提案書の具体的な特定方法については、あらかじめ特定会議において決定して

おくものとする。 

2 町長は、提出された技術提案書について、前条第4号の技術提案書を特定するための評

価基準に基づき特定会議の議を経て、当該業務について技術的に最適なものを特定するも

のとする。 

3 町長は、前項の規定により特定した技術提案書の提出者に対して、特定した旨の通知を

特定通知書(様式第7号)により行うものとする。 

4 第6条第2項の特定通知書及び第7条第1項の非特定通知書の送付並びに第7条第3項の規

定による技術提案書を特定しない理由(以下「非特定理由」という。)についての説明は、

担当課が行うものとする。 

(非特定理由の説明) 

第7条 町長は、技術提案書を提出した者のうち技術提案書の提出者として特定しなかった

ものに対して、技術提案書を特定しなかった旨及び非特定理由を非特定通知書(様式第8

号)により通知するものとする。 
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2 前項の規定による通知を受けたものは、当該通知を受けた日の翌日から起算して7日(休

日を含まない。)以内に、書面により、町長に対して非特定理由についての説明を求める

ことができるものとする。 

3 町長は、前項の規定により非特定理由についての説明を求められたときは、同項の規定

により説明を求めることができることとされる最終日の翌日から起算して10日(休日を含

まない。)以内に書面により回答するものとする。 

4 前3項に規定する事項については、第3条第1項及び第4条第7項の提出要請書において明

らかにするとともに、第2項に規定する事項については、第1項の規定による通知におい

て明らかにするものとする。 

5 第1項の規定による通知は、当該業務に係る特定通知書の送付と同時に行う。 

(情報の公表) 

第8条 プロポーザル方式においては、審査の公平性、透明性及び客観性を確保するため、

次の事項について契約締結後に公表するものとする。 

(1) 選定業者名及び選定理由 

(2) 特定業者及び特定理由 

(3) 技術提案書を提出した業者名 

(4) 次に掲げる契約の内容 

ア 契約の相手方の商号又は名称及び住所 

イ 業務の名称、業務場所、業種区分、概要、履行期間及び契約金額 

ウ 契約の変更をした場合のイ及び契約変更の理由 

2 前項各号に掲げる事項については建設コンサルタント業務等の発注の担当課で取りま

とめ、同項の規定による公表は入札担当課で行う。 

(他の事業への準用) 

第9条 この告示は、建設コンサルタント業務等以外の事業でプロポーザル方式を採用する

場合において、その手続に準用する。 

(その他) 

第10条 参加表明書及び技術提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする

ものとする。ただし、提出者の負担が大きい場合は、別途考慮する。 

2 参加表明書及び技術提案書は、提出者に無断で使用しないものとする。 

3 技術提案書に虚偽の記載をした場合は、当該技術提案書を無効にするとともに、虚偽の

記載をした者に対して入札参加資格停止を行うことがある。 
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4 前3項に規定する事項については、公示において明らかにするものとする。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則(平成22年3月19日告示第26号) 

この告示は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年3月30日告示第35号) 

この告示は、平成24年4月1日から施行する。 
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様式第1号(第3条関係) 

様式第2号(第3条関係) 

様式第3号(第4条関係) 

様式第4号(第4条関係) 

様式第5号(第4条関係) 

様式第6号(第4条関係) 

様式第7号(第6条関係) 

様式第8号(第7条関係) 

 


